
 

  



 
 

 
 

 

 

冨取：皆様、おはようございます。理研ビタミンの冨取でございます。本日は弊社の 2023年度決

算説明会にご参加いただきましてありがとうございます。まず私から、2023年度通期業績につい

てご説明させていただきます。 

  



 
 

 
 

 

 

業績のポイントを 4点にまとめております。 

1点目、売上高は 3.1%増の 914億円、営業利益は 30.9%増の 93億円となりました。ともに過去最

高となっております。 

2点目、労務費・人件費の増加を売上総利益の増加でカバーいたしました。各段階利益について

は、中期経営計画の業績目標を前倒しで達成することができました。 

3点目、国内食品事業が売上高・営業利益をけん引いたしました。国内化成品事業につきまして

も、利益を伸ばすことができております。一方、海外事業につきましては、前期の反動の影響で減

収減益となっておりますが、10%以上の営業利益率を維持することができております。 

4点目、配当につきましては、2022年度の 59円から 22円増の 81円を予定しております。  



 
 

 
 

 

 

通期業績についてご説明いたします。 

表題にございますが、売上高・営業利益・経常利益は過去最高を更新しております。オレンジの枠

の中をご覧ください。売上高 914億円、初めて 900億円を超えることができました。営業利益 93

億円、営業利益率 10.2%、前年比 2.1ポイント上昇いたしました。経常利益 102億円、親会社株主

に帰属する当期純利益につきましては 87億円となりまして、ROEについては 11.8%と、2.5ポイ

ント上昇いたしました。  



 
 

 
 

 

 

営業利益の増減要因についてご説明させていただきます。 

全体で 22億円の増益となっておりますが、増益要因・減益要因ともにございます。売上高の変動

による増益が 28億円、その他コストの減少もございまして、増益要因については合計 38億円と

なっております。 

一方、減益要因といたしましては、労務費・人件費を合わせたトータルの人件費が 13億円増加い

たしました。その他、活動経費の増加もございまして、減益要因としては 16億円ございます。ト

ータルで 22億円の増益となっております。  



 
 

 
 

 

 

セグメント別の実績についてご説明いたします。 

売上高・営業利益ともに国内食品事業がけん引いたしました。左側に売上高、右側に営業利益を記

載しております。国内食品事業につきましては、売上高 49億円、営業利益 23億円と大きく伸ば

し、全体をけん引いたしました。国内化成品事業につきましても、売上高 7億円、営業利益 5億円

伸ばしたという結果になっております。 

一方、海外事業につきましては、売上高 32億円、営業利益 4億円の減少となっております。  



 
 

 
 

 

 

それでは、セグメント別の概況についてご説明させていただきます。 

まず、国内食品事業からですが、左の上の表をご覧ください。売上高・営業利益ともに増えており

まして、増収増益となっております。 

右側、家庭用食品事業についてご説明いたします。売上高で増収となっております。赤枠の中でご

ざいますが、インドカレー屋さんの謎ドレッシング、ふりかけるザクザクわかめといった新商品が

ヒットいたしまして、増収に大きく貢献しております。また、その下、素材力だしにつきまして

も、数量は若干減っておりますが、売上を増やしました。 

一方、左側ですが、リケンのノンオイルドレッシング、乾燥わかめのふえるわかめちゃん、わかめ

スープについては、数量、金額ともに減少となっております。  



 
 

 
 

 

 

左側、業務用食品事業についてご説明いたします。 

外食・給食向けでありますが、行動制限の解除、またインバウンドの回復によりまして、特に外食

産業の売上が大きく伸びて好調に推移いたしました。中食業界向けにおきましては、コンビニエン

スストア向けの海藻商品が前期に続きまして好調に推移しております。また、各種惣菜、即席麺向

けの調味料、改良剤も伸長しております。 

右側、加工食品用原料等でございますが、こちらも増収となっております。食品用改良剤につきま

しては、価格改定の効果、また新規採用の増加が業績に寄与しております。特に、製パン業界向

け、飲料業界向けの売上が伸長しております。 

ビタミンについてですが、酸化防止用のビタミン Eについては、価格改定の影響で販売量を落とし

ております。一方、栄養強化用途のビタミンにつきましては、販売量を増やしております。 

その他ヘルスケア商品でございますが、クロセチンやマイクロカプセルが好調に推移いたしまし

た。  



 
 

 
 

 

 

国内化成品その他、また海外事業についてご説明いたします。 

左側、国内化成品その他でございますが、増収増益で着地しております。価格改定の効果で営業利

益は大幅に回復することができました。また、業界全体の需要低迷、価格改定の影響もあり、販売

数量については減少しております。下期にかけまして徐々に需要が戻り始めていると考えておりま

すが、工場の稼働率の低下が課題となっております。 

最後に、右側、海外事業についてご説明いたします。減収減益となりました。欧米では、前期の特

需の反動を受けまして、売上高、数量ともに大幅に減少しております。中国では、販売数量が減る

ものの、若干ですが、売上高は増加しております。このような変化の大きい環境の中ではありまし

たが、利益を重視した販売方針にこだわって推進いたしました。その結果、営業利益率については

10%以上を維持しております。  



 
 

 
 

 

 

連結貸借対照表についてご説明いたします。 

総資産 1,187億円と総資産は 135億円増加しております。うち、為替の影響 14億円を含んでおり
ます。売上高が増えたこと、また期末日が休日であったことから、売掛・買掛が若干膨らんでおり
ます。投資有価証券につきましては、年内に 29億円の売却をいたしましたが、株価上昇により評
価額が大きく増加し、36億円の増加となっております。 

借入金についてですが、長短合わせて 15億円増加しております。具体的には、長期借入金の返済
26億、自己株取得のための借入金 40億の調達がございまして、このとおりとなっています。 

最後に、純資産についてでございます。年度内の利益の積み上げもございましたが、取得した自己
株のマイナスもございまして、52億円の増加となっております。そのため、自己資本比率につい
ては 64.5%ということで、前期比 3.3ポイント減少しております。  



 
 

 
 

 

 

キャッシュ・フローについてご説明させていただきます。 

営業キャッシュ・フローにつきましては、順調に推移した業績の影響もございまして、プラス 104

億円となっております。投資キャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得もございま

したが、投資有価証券の売却もございまして、5億円のマイナスとなっております。財務キャッシ

ュ・フローにつきましては、短期借入金 41億、自己株取得 63億。他に長期の借入金の返済、ま

た配当の支払等もございまして、70億のマイナスとなっております。フリーキャッシュ・フロー

については、約 99億円のプラスとなっております。  



 
 

 
 

 

 

当社の資本収益性と市場評価についてご説明させていただきます。 

タイトルにありますが、期末時点の株価は 2,578円、PBR は 1.02倍となっております。これは左

の下にございますが、期末時点の株価は前期比プラス 655円ということで、2023年の 3月末は

1,923円ということでございました。これによる PBRは 0.88倍ということでございまして、PBR

も若干ながら増えております。 

株価の変動要因についてでございますが、1点目、業績が好調に推移したことが株価を押し上げた

と考えております。2つ目、統合報告書を昨年初めて発行いたしました。海外投資家へのアプロー

チも国内投資家に加えて増えておりまして、コミュニケーションが徐々に株価に反映していると考

えております。キッコーマン社との提携解消については、後ほど山木社長のパートでご説明させて

いただきます。 

企業価値向上に向けた取り組みといたしましては、当社では資本コストを上回る資本収益性は確保

できていると考えておりますが、その指標となります PBR・PERについては、まだ割安な水準と

認識しており、さらなる努力が必要と考えております。また、外国人保有比率が 1割をやっと超え

ました。英文開示の充実についても進めていきたいと思っております。最後に、これまで以上にわ

かりやすい開示と建設的な対話によりまして、市場の期待、信頼の獲得を図っていこうと考えてお

ります。  



 
 

 
 

 

 

最後に、政策保有株式の縮減につきましてご説明させていただきます。 

先ほどもからも触れておりますが、一部の売却も含め、売却した銘柄数は 16銘柄、金額で 29億
円でございます。しかしながら、株価の上昇の影響もありまして、評価額が 36億円増加しており
ます。その結果、連結純資産に対する比率も 28%と上昇しております。今年度は中期経営計画の
最終年度でございます。この中期経営計画の目標達成に向けた削減に取り組んでまいります。 

以上、冨取より、2023年度の通期業績についてご説明させていただきました。ありがとうござい
ました。  



 
 

 
 

 

 

山木：社長の山木でございます。それでは、2024年度業績見通しについて、私よりご説明申し上

げたいと思います。  



 
 

 
 

 

 

今期の見通しの前に、中計の進捗状況をご説明したいと思います。 

2022年 5月の中計公表後、当社を取り巻く事業環境は大きく変化いたしました。地政学的リスク
の高まり、異常気象に起因する原料高騰など、中計策定時に織り込んでいなかった要因が業績に大
きく影響いたしました。そのポイントがここに記載しているとおりでございます。  



 
 

 
 

 

 

事業環境の変化に対応した結果、2023年度は好業績を収めることができました。利益面では、中

計の業績目標を前倒しで達成いたしました。今期は現在の事業環境に合わせた単年の業績予想を策

定し、次期中計については来年公表する予定にしております。  



 
 

 
 

 

 

2024年度の業績予想のポイントはこちらになります。 

売上高は 10億円増の 925億円、営業利益は 8億円減少の 85億円、国内食品事業は前期並みの売
上と営業利益率 10%以上を維持する予定になっております。国内化成品その他事業および海外事
業は、販売数量を回復させ、増収を図ります。年間配当は 23年度と同額の 81円を予定しており
ます。  



 
 

 
 

 

 

今期の連結業績予想はこちらになります。 

好業績でありました前期と比べ、各段階利益は減少いたしますが、中計目標は上回ります。ROE

は 10%以上の水準を維持できる見通しでございます。価格改定や低採算品の見直しなど、収益改

善を進めてまいりますが、人件費や物流費の増加が減益の要因になっております。  



 
 

 
 

 

 

営業利益の増減要因をグラフ化したのがこちらの図でございます。 

労務費と人件費は合計で 5%近く増加すると見込んでおります。原材料費については、連結全体で

は大きな変動を見込んではおりませんでしたが、しかし、今年の三陸わかめ収穫量が前年比 3割

減、価格が 1.5倍となったため、対応が必要になっております。この部分は今期計画に織り込んで

はございません。  



 
 

 
 

 

 

セグメント別の予想についてご説明いたします。 

国内食品事業は、売上高がほぼ前期並み、営業利益は減益でありますが、いずれも中計目標は上回

る予想でございます。セグメント別では、家庭用食品が価格改定効果で増収、業務用食品は利益体

質の強化を優先し、売上高は横ばい。加工食品用原料等は、前期好調でありましたヘルスケア分野

の反動もあり、わずかに減収。 

前期は例年よりテレビ CM の放映回数が少なく、広告宣伝費が低水準でありました。今期は費用対

効果を考慮ししつつも、必要なプロモーション施策を実施する予定でございます。結果的に、コス

ト増により減益の予想となりますが、10%以上の利益率を維持する計画でございます。 

先ほど申し上げました三陸産わかめ原料の件は、家庭用と業務用の業績に影響いたしますが、さま

ざまな施策を打つことで、影響を最小限にとどめたい、そのように思っております。  



 
 

 
 

 

 

家庭用の今期の主な施策といたしまして、発売 35周年を迎えるリケンのノンオイル青じそのプロ

モーションを行います。若年層向けに、さっぱりしたおいしさや、ヘルシー感などの商品価値を改

めて訴求し、顧客層の拡大を図ってまいります。 

食塩無添加の素材力だしについては、4月にテレビ CM を行いました。今後も塩分を気にする世代

を中心に認知拡大を図り、リピーターの獲得を目指してまいりたいと思っております。 

改良剤分野では、引き続き食品業界全体が抱える課題に対するソリューション提案を展開してまい

ります。原材料価格の高止まりや、人件費・物流費等のコストアップは食品業界全体の課題であ

り、コストダウンのニーズは根強くあります。このような顧客の課題解決を通じて、当社の改良剤

事業も実績拡大を図ってまいりたいと、そのように思っております。  



 
 

 
 

 

 

次に、国内化成品その他事業でございます。 

この事業は増収増益の予想でございます。前期も増収増益でありましたが、その要因は価格改定の
効果が大きく、販売数量は大きく減少いたしました。右上のグラフに示しておりますとおり、この
2年間、化学業界全体で需要が低迷しており、国内のエチレン生産量は 2020年度と比較して低水
準にとどまっております。 

それとほぼ連動いたしまして、当社の販売数量も減少してまいりましたが、今後、徐々に市況は回
復に向かい、当社の販売数量も増加すると見込んでおります。原料動向に対応した適切な価格政策
と合わせて、販売数量を伸ばし、売上高・営業利益率を上げてまいりたいと、そう思っておりま
す。  



 
 

 
 

 

 

海外事業でございます。 

海外事業は増収減益の予想になっております。前期は利益重視の販売方針で高い利益率を確保する

ことができましたが、販売数量が大きく落ち込みました。海外事業は当社の成長ドライバーであ

り、将来に向けて数量を伸ばし、トップラインを上げていく必要があります。 

今期は多少利益率を落としても販売数量を回復させることを優先したいと思っております。また、

現在、2大運河の通航制限により、欧米向けの物流が不安定化し、船賃が高騰しております。右上

のグラフで示したとおり、上期はこの通航制限の影響を強く受け、利益率が大幅に低下いたしま

す。しかし、下期にかけて利益率は回復していくと見込んでおります。  



 
 

 
 

 

 

次に、エリア別の施策についてご説明したいと思います。 

北米にこの春、アプリケーションセンターを新設いたしました。これにより、当社の改良剤を使っ

た試作品を現地で作成することができるようになり、迅速な顧客対応が可能になりました。運河の

問題により、今上期は厳しい事業環境となりますが、今後もソリューション提案を加速し、ビジネ

スを拡大してまいりたいと、そう思っております。 

アジア圏では、中国の景気低迷により、周辺諸国を含め、付加価値品の需要が低迷いたしました。

しかし、今後、緩やかに景気が回復に向かえば業績を押し上げる要因になり得ると考えておりま

す。中国内陸部や東南アジアの成長市場など、重点エリアでの営業活動を強化してまいります。  



 
 

 
 

 

 

次に、海外事業のトピックスについてお話ししたいと思います。 

海外事業では、現在、北米のポークエキス生産子会社において、生産能力増強の設備投資を行って

おります。増強する設備は、2025年 9月から稼働を開始し、数年かけて生産能力をおよそ 1.5倍

まで高める計画でございます。 

現在、アメリカではラーメンが食文化として定着し、ラーメンレストランの出店エリアや顧客数も

大きく広がりつつあります。ラーメンスープのベースとなるのがポークエキスでございまして、そ

のポークエキスの需要は今後も拡大が予想されます。生産能力増強により、しっかりとビジネスチ

ャンスをつかみたいと、そう思っております。  



 
 

 
 

 

 

連結全体の設備投資計画、投資計画についてご説明したいと思います。 

中期経営計画において、設備投資額は 3年間で 100億円としておりましたが、実績は 96億円とな
る予想でございます。現在進行中の主な投資案件は下の表に示したとおりでございます。この他に
も、ドレッシング生産拠点の再編など、小規模ながら生産体制の見直しを行っております。また、
今後の投資計画として、改良剤の生産体制の再編を検討しております。  



 
 

 
 

 

 

配当予想でございます。 

前期は過去最高益を更新する好決算であったため、年間配当は 22年度の 59円から 22円増配の
81円となりました。今期は減益予想でございますが、連結配当性向 30%以上を目安に、安定的な
配当を継続するという配当方針に基づき、前期と同額の 81円を維持する予定でございます。  



 
 

 
 

 

 

サステナビリティの取り組みについて、一例をご紹介したいと思います。 

昨年、家庭用の一部商品で、環境負荷低減に配慮したパッケージへ切り替えを行いました。これに

ついて、消費者の認知と理解を得るため、新聞広告による情報発信も行いました。今後もエコパッ

ケージの対象商品は拡大していく予定でございます。環境への配慮という点でも、選ばれる企業で

ありたいと願っております。 

また、当社は 2018年より健康経営を推進しております。今年はその取り組みが評価され、5年ぶ

りに健康経営優良法人ホワイト 500に認定されました。今後も従業員が健康的に働ける環境の整

備に努めてまいりたいと、そう思っております。  



 
 

 
 

 

 

最後に、2月 28日に発表したキッコーマン社との資本業務提携の解消について簡単にお話をした

いと思います。 

当社は、2008年にキッコーマン社との資本業務提携を開始しました。今回、昨今の政策保有株式

縮減の要請の高まりなど、環境変化を踏まえまして、解消を決めました。提携解消に伴い、キッコ

ーマン社の保有する当社株式は全て当社が買い取りました。当社が保有するキッコーマン社の株式

についても、将来的に全て売却する予定でございますが、具体的な時期などは未定でございます。

提携解消後も取引は継続し、良好な関係を保っております。  



 
 

 
 

 

 

「持続可能な社会を、スペシャリティな製品とサービスで支え、成長する会社になる」という中長
期ビジョンのもと、今期も前進してまいりたいと思っておりますので、ご支援のほどよろしくお願
いいたします。 

ご清聴ありがとうございました。  



 
 

 
 

 

 

 

 

 

  



 
 

 
 

 

 

 

 

  



 
 

 
 

 

 

 

 

 

  



 
 

 
 

 

 

 

 

 

  



 
 

 
 

 

 

 

 

 


